
技能実習制度・特定技能制度の検討条項
○技能実習制度
外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律（平成２８年法律第８９号）附則

（検討）
第二条 政府は、この法律の施行後五年を目途として、この法律の施行の状況を勘案し、必要があると認めるときは、この法律の規定に

ついて検討を加え、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。
（施行日：平成２９年（２０１７年）１１月１日）

○特定技能制度
出入国管理及び難民認定法及び法務省設置法の一部を改正する法律（平成３０年法律第１０２号） 附則

（検討）
第十八条
２ 政府は、この法律の施行後二年を経過した場合において、新入管法別表第一の二の表の特定技能の在留資格に係る制度の在り
方（地方公共団体の関与の在り方、同表の特定技能の項の下欄第一号又は第二号の技能を有するかどうかの判定の方法の在り方
及び同表の技能実習の在留資格に係る制度との関係を含む。）について、関係地方公共団体、関係事業者、地域住民その他の関
係者の意見を踏まえて検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。

（施行日：平成３１年（２０１９年） ４月１日）

技能実習制度及び特定技能制度の在り方に関する有識者会議の開催について

上記２つの法律の附則に基づき、技能実習制度及び特定技能制度の検討が求められていることから、外国人材の受入れ・共生に関す

る関係閣僚会議の下、両制度の施行状況を検証し、課題を洗い出した上、外国人材を適正に受け入れる方策を検討し、同関係閣僚

会議に対して意見を述べることを目的として、「技能実習制度及び特定技能制度の在り方に関する有識者会議」を開催する。

有識者会議の開催



「技能実習制度及び特定技能制度の在り方に関する有識者会議」名簿 

 

［座 長］ 田中  明彦 独立行政法人国際協力機構理事長 

   

［座長代理］ 高橋  進 株式会社日本総合研究所チェアマン・エメリタス 

   

［構成員］ 市川 正司 弁護士 
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 冨高 裕子 日本労働組合総連合会総合政策推進局総合政策推進局長 

   

 樋口 建史 元警視総監 

   

 堀内 保潔 一般社団法人日本経済団体連合会産業政策本部長 

   

 山川 隆一 東京大学大学院法学政治学研究科教授 

 

（座長及び座長代理以外 50 音順） 

 



技能実習制度及び特定技能制度の在り方に関する有識者会議の開催スケジュール
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技能実習制度及び特定技能制度の在り方に関する論点 

第１ 技能実習制度と特定技能制度の制度趣旨について 

１ 制度目的（人材育成を通じた国際貢献）と実態（国内での人材確保や人材育成）

を踏まえた制度の在り方（制度の存続や再編の可否を含む。）（技能実習） 

２ 外国人が成長しつつ、中長期的に活躍できる制度（キャリアパス）の構築（両

制度の対象職種の在り方を含む。） 

３ 受入れ見込数の設定等の在り方（特定技能制度における現行の取扱いを含む。） 

第２ 人権侵害の防止その他外国人にとっても我が国にとってもプラスとなる仕組

みとするための方策について 

１ 転籍の在り方（技能実習） 

２ 管理監督や支援体制の在り方 

（１）監理団体や登録支援機関の監理及び支援の在り方（存続の可否を含む。） 

（２）国の関与や外国人技能実習機構の在り方（存続の可否を含む。） 

（３）国際労働市場の実態及びメカニズムを踏まえた送出機関や送出しの在り方

（入国前の借金の負担軽減策、ＭＯＣの更なる強化方策を含む。） 

３ 外国人の日本語能力の向上に向けた取組（コスト負担の在り方を含む。） 

 

※上記論点は、中間報告書（制度の在り方の方向性）の提出までに議論する。 

 

※留意点 

特定技能制度は、平成 31 年４月に施行されたが、新型コロナウイルス感染症の感

染拡大の影響により、施行後１年もたたない時期（令和２年２月）から約２年にわた

って海外からの入国が制限されていたことから、運用状況の更なる把握や分析が必要

である。 

以上 


